
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

米ドル・インデックス 99.46 ▲ 0.7 1.7 ▲ 0.4 ▲ 6.2 ▲ 8.3

米ドル 156.18 ▲ 0.1 6.3 7.8 3.1 ▲ 0.6

カナダ・ドル 111.59 0.6 4.4 6.6 3.2 2.1

ユーロ 181.16 0.6 5.5 10.8 13.3 11.3

英ポンド 206.65 0.9 4.1 5.9 7.5 5.0

スイス・フラン 194.31 0.4 6.0 11.0 13.2 12.2

スウェーデン・クローナ 16.53 1.0 6.6 10.2 19.1 16.4

アイスランド・クローネ 1.221 ▲ 0.3 1.7 7.7 10.6 8.0

ノルウェー・クローネ 15.42 1.1 5.7 8.5 12.4 11.7

デンマーク・クローネ 24.25 0.6 5.5 10.6 13.1 11.1

中国人民元 22.07 0.1 7.2 9.7 5.5 2.4

香港ドル 20.06 ▲ 0.2 6.4 8.6 3.0 ▲ 0.9

台湾ドル 4.97 ▲ 0.1 3.3 3.1 6.8 4.1

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.64 0.1 0.3 1.0 ▲ 2.0 ▲ 0.0

シンガポール・ドル 120.45 0.7 5.1 7.2 6.8 4.6

マレーシア・リンギ 37.83 0.1 8.4 10.8 10.7 8.0

タイ・バーツ 4.86 0.8 6.9 9.8 10.5 6.3

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.937 0.1 4.2 5.4 ▲ 1.9 ▲ 3.8

フィリピン・ペソ 2.666 0.1 3.5 2.6 3.1 ▲ 1.0

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.592 ▲ 0.2 6.2 6.0 ▲ 0.8 ▲ 4.0

インド・ルピー 1.75 ▲ 0.2 4.1 3.0 ▲ 2.7 ▲ 4.8

オーストラリア・ドル 102.30 1.3 6.6 9.9 3.9 5.1

ニュージーランド・ドル 89.57 2.0 3.6 3.7 0.4 1.8

ブラジル・レアル 29.27 1.2 7.9 15.0 16.1 15.0

メキシコ・ペソ 8.54 0.9 8.3 14.3 15.1 13.1

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.16 1.3 14.0 18.5 21.2 16.5

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 16.83 1.1 10.9 9.3 8.6 6.7

ペルー・ヌエボ・ソル 46.45 0.6 11.9 16.8 14.8 10.5

ポーランド・ズロチ 42.75 0.6 6.2 10.7 15.1 12.4

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 47.48 1.1 9.7 17.2 22.7 20.0

ルーマニア・レイ 35.58 0.5 5.1 9.8 10.7 8.7

トルコ・リラ 3.67 ▲ 0.2 2.9 ▲ 0.8 ▲ 15.8 ▲ 17.0

南アフリカ・ランド 9.12 1.4 9.9 12.8 9.0 9.3

エジプト・ポンド 3.28 ▲ 0.7 8.6 12.6 7.2 6.0
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先週末

北
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日本国債　注5 303.69 ▲ 0.1 ▲ 1.2 ▲ 2.6 ▲ 7.1 ▲ 7.2

先進国(除く日本)国債　注6 1,069.43 0.7 1.4 3.8 7.2 9.0

新興国債券　注7 912.21 0.5 2.8 8.2 10.6 11.9

日本国債2年物 0.979 0.030 0.118 0.229 0.397 0.374

日本国債10年物 1.812 0.034 0.192 0.297 0.756 0.711

日本国債20年物 2.838 0.040 0.210 0.437 0.957 0.937

日本国債30年物 3.351 0.028 0.128 0.437 1.051 1.054

米国債2年物 3.491 -0.019 -0.140 -0.500 -0.738 -0.752 

米国債10年物 4.015 -0.050 -0.190 -0.465 -0.249 -0.557 

米国債20年物 4.626 -0.050 -0.204 -0.370 0.095 -0.234 

米国債30年物 4.664 -0.049 -0.213 -0.313 0.225 -0.119 

ドイツ国債2年物 2.029 0.015 0.095 0.232 0.030 -0.053 

ドイツ国債10年物 2.689 -0.014 -0.006 0.135 0.562 0.322

イタリア国債10年物 3.399 -0.060 -0.138 -0.136 0.052 -0.123 

スペイン国債10年物 3.164 -0.045 -0.131 0.009 0.321 0.103

東証REIT(配当込み) 5,377.31 0.9 6.0 18.8 26.9 27.9

771.18 2.1 1.8 6.6 1.8 10.1

925.45 1.8 8.1 14.8 4.8 9.3

香港REIT　注9 603.33 2.7 ▲ 9.0 ▲ 4.4 15.8 18.0

オーストラリアREIT　注9 1,325.86 1.8 ▲ 6.8 2.5 0.3 7.4

北海ブレント原油先物 63.20 1.0 ▲ 7.9 ▲ 2.6 ▲ 13.8 ▲ 15.3

WTI原油先物 58.55 0.8 ▲ 9.4 ▲ 5.3 ▲ 14.8 ▲ 18.4

ニューヨーク金先物 4,254.90 3.4 22.5 28.1 59.7 61.1

CRB指数 301.49 2.0 ▲ 0.1 2.8 5.2 1.6

シンガポール鉄鉱石先物 102.20 ▲ 1.7 ▲ 1.9 6.4 ▲ 0.8 1.2

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 10,174.84 1.7 2.2 4.0 3.5 8.7

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 414.97 3.7 ▲ 5.1 ▲ 3.1 ▲ 2.4 ▲ 4.0

ビットコイン 90,914.64 6.8 ▲ 18.8 ▲ 15.3 ▲ 4.4 ▲ 3.0
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

ブラジル　ボベスパ 159,072.13 2.8 12.8 14.5 27.7 32.2

メキシコ　IPC 63,596.78 2.8 7.5 8.3 27.3 28.4

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 110,958.50 1.2 8.9 18.2 30.9 31.9

騰落率（%）
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他
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

世界株価 注1 552.08 3.6 5.4 15.4 18.8 21.1

先進国株価 注2 14,091.84 3.7 5.0 15.0 17.6 20.1

先進国(除く日本)株価 注3 16,283.02 3.7 5.0 15.0 17.3 19.9

新興国株価　注4 744.25 2.5 8.7 18.6 29.4 29.7

日経平均株価 50,253.91 3.3 17.3 33.2 31.0 26.0

JPX日経インデックス400 30,407.02 2.4 9.7 21.0 24.4 20.7

TOPIX (東証株価指数) 3,378.44 2.4 9.3 22.0 25.7 21.3

東証プライム市場指数 1,739.64 2.5 9.4 22.0 25.8 21.4

東証スタンダード市場指数 1,520.66 2.8 2.1 15.3 23.5 19.5

東証グロース市場指数 917.72 3.2 ▲ 9.2 ▲ 2.9 12.8 11.3

NYﾀﾞｳ 工業株30種 47,716.42 3.2 4.6 13.3 6.7 12.2

S&P 500種 6,849.09 3.7 5.3 16.3 14.2 16.4

ナスダック総合 23,365.69 4.9 7.7 22.3 22.6 21.0

ナスダック100 25,434.89 4.9 7.3 19.3 22.6 21.0

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 7,025.15 9.7 20.0 45.3 44.8 41.1

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 576.43 2.5 4.1 5.0 13.6 13.6

英国　FTSE100 9,720.51 1.9 5.5 11.4 17.4 18.9

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 597.93 2.8 4.5 5.4 20.8 18.4

ドイツ　DAX 23,836.79 3.2 ▲ 0.8 ▲ 0.8 22.7 19.7

中国　CSI300 4,526.66 1.6 1.4 18.0 16.9 15.0

中国　上海A株 4,077.04 1.4 1.2 16.5 18.0 16.0

中国　深圳A株 2,567.25 3.5 0.9 24.9 23.7 25.4

中国　創業板 3,052.59 4.5 8.0 53.8 40.7 42.5

香港　ハンセン 25,858.89 2.5 3.4 11.2 33.5 28.9

台湾　加権 27,626.48 4.5 14.0 29.4 23.9 19.9

韓国　KOSPI 3,926.59 1.9 22.8 47.1 56.8 63.6

シンガポール　ST 4,523.96 1.2 6.4 15.6 21.1 19.4

マレーシア　FBM KLCI 1,604.47 ▲ 0.8 1.1 5.3 0.4 ▲ 2.3

タイ　SET 1,256.69 0.2 0.5 8.3 ▲ 12.0 ▲ 10.2

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 8,508.71 1.1 7.0 18.6 18.2 20.2

フィリピン　総合 6,022.24 0.4 ▲ 2.7 ▲ 6.3 ▲ 9.3 ▲ 7.8

ベトナム　VN 1,690.99 2.2 0.6 26.0 36.1 33.5

インド　SENSEX 85,706.67 0.6 7.0 5.4 8.4 9.7

豪州　S&P/ASX200 8,614.07 2.3 ▲ 4.1 2.6 2.0 5.6
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2025年12月第1週号 （2025年12月1日発行）

主要指標の動き 2025年11月28日時点（1週間前＝11月21日、3ヵ月前＝8月28日、6ヵ月前＝5月28日、1年前＝2024年11月28日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

11月
24日
（月）

△ 中国

米政権、一部の半導体の中国向け販売容認について協議

ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が、米半導体大手の一部製品について、中国向けの販売を容認するかどうか協
議していると報じられた。半導体株が売られる場面もあったが、午後には切り返したほか、防
衛関連株の急伸などもあり、中国本土株式が小反発し、香港株式も反発した。

○ 欧米

12月の米利下げ観測が強まる

米国とｳｸﾗｲﾅは23、24日の両日、米国が提案した、ｳｸﾗｲﾅとﾛｼｱの和平案について協議し、同案
を修正した。ｳｸﾗｲﾅのｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領は、依然として残る課題について、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領と協議
すると述べた。欧州では、Ifo経済研究所が発表した、ﾄﾞｲﾂの11月の企業期待指数が前月比
▲1.0ﾎﾟｲﾝﾄの90.6と、横ばい予想に反して低下した。前週末以降、米国で12月の利下げ観測が
強まったこともあり、欧州の国債利回りが低下した。欧州株式相場はﾏﾁﾏﾁとなったが、ｳｸﾗｲﾅと
ﾛｼｱの和平案を巡る協議が進むとの思惑などから、防衛関連株が売られた一方、ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株は
買われた。米国では、FRB(連邦準備制度理事会)のｳｫﾗｰ理事が、労働市場についての懸念を主
な理由として、12月の利下げを支持すると述べたほか、利下げを支持するとのｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ連銀
総裁のｲﾝﾀﾋﾞｭｰ記事が経済紙に掲載された。追加利下げ観測が強まり、主要ﾊｲﾃｸ株をけん引役
として株式相場が続伸したほか、国債利回りは低下した。また、ﾄﾞﾙが円以外の主要通貨に対し
て売られた。なお、原油先物は、持ち高調整の買いなどを背景に反発した。

25日
（火）

○ 中国

米中首脳が電話協議

習近平国家主席とﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領が24日夜、電話協議を行ない、習氏は台湾を巡る中国の立
場を説明した。ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は、良い協議だったとSNSに投稿し、ｳｸﾗｲﾅや合成麻薬ﾌｪﾝﾀﾆﾙの問
題、中国による大豆等の米国産農産品の輸入などが議題になったと明かした。25日には、米中
関係を巡る投資家心理が改善したことなどから、中国本土株式が続伸したほか、前日の米株
高などを背景に香港株式も続伸した。なお、日本では、前日の米株高を受けて半導体関連など
のﾊｲﾃｸ株が買われたものの、主要株価指数はﾏﾁﾏﾁで引けた。また、日銀の増一行審議委員が
ｲﾝﾀﾋﾞｭｰで、利上げ判断が近づいていると述べたことなどを受け、利上げ観測が強まり、国債
利回りが上昇した。

○ 米国

総じて弱い内容の経済指標の発表が相次ぎ、利下げ観測が強まる

9月の小売売上高は、全体で前月比+0.2%と、市場予想を下回り、ｺｱでは▲0.1%と、予想外の
5ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽだった。同月の卸売物価指数は、全体で前年同月比+2.7%と、予想を上回っ
たが、ｺｱでは+2.6%と、予想を下回り、2024年7月以来の低い伸びとなった。また、11月の消費
者信頼感指数は前月比▲6.8ﾎﾟｲﾝﾄの88.7と、4月以来の低水準となった。総じて弱い経済指標
の発表を受けて12月の利下げ観測が強まり、欧米の国債利回りが低下したほか、株式相場は
上昇した。米国では、低金利志向とみられているﾊｾｯﾄNEC(国家経済会議)委員長が次期FRB

議長の最有力候補と報じられたことも好感された。一方で、IT大手が自社用に開発したAI（人
工知能）半導体について、他のIT大手が採用を検討していると報じられ、半導体大手の牙城が
揺らぐのではとの懸念が台頭した。欧州株式は、ｳｸﾗｲﾅとﾛｼｱの和平合意への期待もあり、上昇
した。外国為替市場ではﾄﾞﾙが売られ、円相場は1ﾄﾞﾙ＝156円前後に上昇した。また、ｳｸﾗｲﾅとﾛ
ｼｱの和平への期待を背景に原油先物が反落した一方、金先物は米ﾄﾞﾙ安などを受けて上昇し
た。

26日
（水）

○ ｱｼﾞｱ

利下げ観測を背景とした前日の米株高が好感される

前日の米国での利下げ観測を背景とした株高を受け、日本や台湾、韓国でもAI･半導体関連株
などが買われ、株式相場が上昇した。また、香港株式も続伸したが、中国本土株式は反落した。
なお、植田日銀総裁が21日の国会答弁で、円安が基調的な物価上昇に波及する可能性に言及
し、円安傾向が強まれば、利上げ判断につながり得るとの考えを示唆するなど、利上げを検討
している日銀の情報発信に変化が見られると報じられた。これを受け、国債利回りが一時、上
昇したほか、円相場が155円台後半に上昇する場面もあったが、その後、156円台に反落した。

今週の主な注目点 （高:注目度大、中:注目度中、低:ご参考）

上記のほか、日本では、7-9月期の法人企業統計の公表や日銀の植田総裁の講演･会見が12月1日に予定され
ている。米国では、FRBのﾊﾟｳｴﾙ議長の講演(12月1日)やﾎﾞｳﾏﾝ副議長の議会証言(2日)および講演(4日)が予定
されているが、翌週にFOMC(連邦公開市場委員会)が控えているため、金融政策や経済見通しに関する発言は
見込まれていない。

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

日付 注目度 国・地域 指標など（コメント）

12月
1日
（月）

高 米国
11月のISM(供給管理協会)製造業景況指数

10月は48.7だった。11月は49.0と見込まれている。同指数は50が好･不調の境目。

2日
（火）

高 ﾕｰﾛ圏

11月の消費者物価指数速報

10月は、全体で前年同月比+2.1%、ｺｱでは+2.4%だった。11月の予想はそれぞれ、+2.1%、
+2.4%となっている。

3日
（水）

中 米国
11月のISM非製造業景況指数

10月は52.4だった。11月は52.0と予想されている。同指数は50が好･不調の境目。

中 米国
9月の鉱工業生産

8月は前月比▲0.1%だった。9月の予想は+0.1%となっている。

5日
（金）

高 米国
12月のﾐｼｶﾞﾝ大学消費者信頼感指数速報

11月は51.0と、2022年6月以来の低水準だった。12月の予想は52.0となっている。

高 米国

9月の個人所得･消費支出、PCE(個人消費支出)物価指数

8月は、個人所得が前月比+0.4%、消費支出は+0.6%、PCE物価指数は、全体で前年同月比
+2.7%、ｺｱで+2.9%だった。9月の予想はそれぞれ、+0.3%、+0.3%、+2.8%、+2.8%となってい
る。

26日
（水）

○ 英国

増税予算案により、財政余裕は市場予想以上に拡大へ

政府が、増税を盛り込んだ予算案を発表した。年間約260億ﾎﾟﾝﾄﾞの増収が見込まれる同案に
より、財政規則に対する余裕は向こう5年で約220億ﾎﾟﾝﾄﾞと見込まれ、市場予想を上回った。
財政不安が和らぎ、国債利回りが低下したほか、株式相場は上昇した。なお、ﾕｰﾛ圏の国債利回
りは小幅に低下した。ﾕｰﾛ圏や米国の株式相場は、米利下げ観測などに支えられて続伸した。

27日
（木）

○ 中国

当局が消費促進策を公表

当局は26日、内需拡大と供給側の構造改革の進化を両立させ、2030年までに経済成長に対す
る消費の寄与度を高めることをめざすと表明し、消費財の高付加価値化や、ﾍﾟｯﾄ、ｱﾆﾒ、流行玩
具等の趣味嗜好に基づく消費財の供給拡大などの消費促進策を公表した。27日には、政策期
待などを背景に、中国本土･香港株式が上昇した。なお、日本では、前日の米株高を背景に半
導体関連株などに見直し買いが入ったほか、出遅れ感から内需関連株の一角も買われ、株式
相場が続伸した。国債利回りは、米利下げ観測が強まったことなどから低下した。

△ 欧州

ECBの政策理事会議事要旨、利下げを急がず

10月のECB(欧州中央銀行)政策理事会の議事要旨が公表され、当局者が利下げを急いでい
ないことが明らかになった。国債利回りは、ﾕｰﾛ圏で小幅に上昇したほか、英国でも、国債に持
ち高調整の売りが出たことなどから上昇した。株式相場は、総じて小幅に上昇した。なお、米
国は感謝祭の祝日で、金融市場は休場だった。

28日
（金）

△ 欧州

ﾄﾞｲﾂの消費者物価指数は9ヵ月ぶりの高い伸び

ﾄﾞｲﾂの11月の消費者物価指数速報値は前年同月比+2.6%と、市場予想を上回り、9ヵ月ぶりの
高い伸びとなった。国債利回りは、ﾄﾞｲﾂで上昇したが、それ以外の国ではﾏﾁﾏﾁだった。欧州株
式相場は、米利下げ観測などを背景に続伸した。また、祝日明けとなった米国でも、利下げ観
測を背景に主力株が買われ、株式相場が続伸した。国債は、持ち高調整の売りが優勢となった
ことから、利回りが上昇した。また、米利下げ観測などを背景に、金先物が買われた。
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